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航空宇宙産業の国際的再編について

大　西　　　広

　航空宇宙産業は，○極端に大きな初期開発投資を必要とする，　「先端産

業」としての性格を有する，　軍需比率が高いという特殊な特徴を持っている 。

本稿は，これらの特殊な性質がこの産業の国際的再編におよぽしている特徴を

特に最近の動向に注目しながら明らかにすることを課題とする 。

Ｉ． 膨大な開発コストと国際共同開発

　１）相対的少量生産と膨大な開発 コスト

　さて，航空宇宙産業は各分野の技術の粋を集めて成り立つ技術集約型の産業

である。そして，そのために，膨大な開発コストを支払わなけれぼならない産

業でもあるが，その開発コストが重圧になるのは製品の販売数がまだまだ自動

車や電機製品には比べものにならないほど少数であることにもよる。例えぱ ，

日本の戦後旅客機技術の再建を果たしたＹＳ１１機も現在日米共同開発に入 った

ＦＳＸ（３，０００億円弱の開発費を予定）も百数十機程度の生産台数に過ぎず，そのた

め，一機ずつが開発コストの百数十分の一の費用を支払わなければならなくな

る。 もちろん，ベストセラー機種では，ポーイングの７２７が約２
，０００機，同７３７

やマグドネル ・ダグラスのＤＣ９が約１，ＯＯＯ機の生産を行ったが，その７２７でも

月産数機の水準にすぎない（月産１機を割る機種も多い）。

　しかも ，そのように大量生産かできないことは，低価格実現の決め手である

生産工程の合理化，いわゆるブ ロセス ・イノベーションの困難に結びついてい

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１６）
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る。 航空宇宙産業の工場は「先端技術」というにはあまりにかけはなれた「原

始的」な丁程であるが，その背後には要素丁程の多さに比べた生産機数の少な

さがあ って，それがベルトコンベヤー方式の導入を妨げているのである 。

　したが って，「航空機技術」と「宇宙技術」の高度化による膨大な開発費は

プＰセス ・イノベ ーショ 川こよっ ては吸収できない。そして，また，その開発

期間の長さによって開発投資の見返りは１０年先，２０年先のことになるのである

からなおさら，この開発資金の膨大さはこの産業の最重要問題とならざるを得

ないのである 。

　たとえぼ，航空機エンジソの場合 ，

用を経て収支が均衡するのに２０

年はかかる。また，その開発に

要する費用も担当会杜の純資産

を上まわるほどのものでなけれ

ぼならない。そして，さらに ，

エンジン開発が機体の開発に先

行しなけれぼならないため，機

体開発が変更や中止されたりし

た時のリスクは極めて大きい 。

第１図に見るような，航空機エ

ソジンの突出した単位重量当り

付加価値率の高さもこうした特

別な開発 コストの大きさに関わ

っているのである 。

　般に開発期問は５年を越え，販売　利

第１図　単位重量当り価格の産業比較 （１！）８４年）
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　２）リスク分散のための国際共同開発

　この膨大な開発 コストとそれによるリスクは，１杜ではとても負いきれるも

のてはない。そのため，一方ては「国家事業」として国による助成や保護か行

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１７）
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われて来たが，他方ではリスク分散のための企業間の共同開発が進められてい

る。 また，「国家事業」＝国策として位置つげられれは位置つけられるほと事

業の失敗は国家的損失となるため，国家を越えたリスク分散のための国際共同

開発がその主要な形態とな って来ている。○○杜製の航空機，△△杜製のエソ

ソノというものから，世界Ｘケ国共同開発の航空機，エノソノ（いわは，メイ

ド・ バイ ・ザ ・ワールドの航空機，エンジン）というものに変わりつつあるのであ

る。

　たとえは，世界最大の旅客機メーカー ボーイノク杜の主力旅客機がＢ７３７ ，
７４７，７５７で日本の部品供給を受けるようになり ，Ｂ７６７では１５％のシ ェア（エ

ソジン，装備品を除く）で日本が初めてリスク分担参加を行ない，現在計画が進

められているＢ７７７では部品開発 ・生産を中心に１５～２０％の参加へと着実に変

化して来ている。また，他方の主カ メーカーであるマクタ不ル ・タクラス杜も

開発中のＭＤｇＯの資金分担を三井物産に求め，仏独を中心とする欧州企業が

１９７０年に大型共同出資してエアバス ・イ１／ ダストリー を設立，急成長している

こともこの（資金分担による共同開発を含めた）国際共同開発の傾向を示す典型

例である。研究開発が始められつつある２１世紀の極超音速機にいた っては，そ

のリスクと必要技術の水準が更に高まる分だげ，アメリカのバッ テル研究所に

よっ て日米欧三極の共同開発が呼ぴかけられるなと ，こうした国際化＝国際共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
同開発化の流れは不動のものとなって来ている 。

　もちろん，以上のような「国際共同開発」の具体例は，従来　杜だげて開発

することの出来た航空機会杜（特にアメリカ企業）がパワーを落とした結果，共

同化したり新興の目本企業の協力を要したりして来ているものと見ることも出

来る。この側面も確かに軽視できないだろう 。ただし，航空機の開発 コストが

以前とは比へものにならなくな ったこと ，その分だけリスクも増大したことを

考慮しないわげにはいかない 。

　また，上記のような国際共同開発は一挙に「全世界企業」を生み出さず，ボ

ーイングによる日本企業の系列化やアメリカに対抗する全欧州企業の統合など

という形での系列化（ブ ロッ ク化）を進めたことに注目することも出来る。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１８）
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れは，世界大の規模での生産の杜会化＝「国際化」＝「国際共同開発」の航空

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
機産業におげる現段階の特殊的な形態と見ることができる 。

　小型機の分野でも ，米国のデ ュアルモード ・エアビークル杜に日本の石田グ

ループか垂直離着陸機を発注したり ，同じく垂直離着陸機の共同開発か米国ハ

ルカン ・エアクラフト杜から川崎重工，石川島播磨重工に要請されたり ，また ，

三菱重工とインドネシアとの５０人乗り旅客機開発が進行したりで「航空機は共

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
同開発するもの」が抗しきれない流れとな って来ているのである 。

１． 国家による軍需 ・開発補助と民間市場の成長

　１）幼稚産業保護としての軍需と開発の国家補助

　さて，こうした航空 ・宇宙産業のリスクは，国際共同開発によっ て分散され

ると同時に，前述のとおりの国からの助成 ・保護が各国で行われている。例え

は， 日本で言えは干宙開発事業団，宇宙科学研究所，航空宇宙技術研究所や大

学機関などでの国費による技術開発，企業への直接の開発費補助，防衛庁から

の発注，民間航空会杜への介入など，こうした各種の保護措置なくして現在の

航空干宙技術の獲得か不可能てあったことは言うまてもない。もちろん，こう

した例はより大きな軍事費を支払って来た他副こおいても同様である 。

　しかし，考えて見れば，こうした国家的保護は何も航空宇宙産業だげに見ら

れるものではない。　般に全ての近代的産業はその離陸期＝原蓄期に国家によ

る何らかの保護を要したのてあ って，日本の繊維産業は富岡製糸工場の，製鉄

業は八幡製鉄所の払い下げによっ て出発をし，戦後長くの間も多くの産業は保

護関税という国家介入によっ て他国の国際競争力から守られて来た。これらは ，

いわぼ１９世紀前半のドイツで保護関税を説いたフリードリヒ ・リストの幼稚産

業保護論の現代版であり ，その意味で航空宇宙産業か産業としてまだ未成執て

あるが故の歴史的制約として考えなけれぼならない 。

　実際，やや極端な例てはあるか，まだまだ官需が殆との宇宙産業から気象庁 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１９）
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科学技術庁，防衛庁，大学機関，ＮＨＫなとの官需か消え去れはとうなるだろ

うか。航空機産業より更に若い宇宙産業になれはなるほと ，官需を含む国家補

助がなげれぼならないということ自体，産業のライフサイクルと国家補助との

歴史的関連を浮きぽりにしているのである 。

　２）不安定な軍需と着実に伸びる民需

　しかし，上記のように国家介入が当該産業の未成熟さを前提にしている以上
，

着実に発展する航空機産業も宇宙産業もその発展の度合いに応じて徐々に民需

比率を高め，また民需を主体とすることによっ て自止的な発展を目指す企業も

生じて来ている。そして，その代表格は大型旅客機主体の開発 ・販売戦略を明

確にしつつあるポーイング杜，マグダネル ・ダグラス杜，エアバス ・インダス

トリー杜である。とりわけ，ボーイノグ杜は大型爆撃機から大型旅客機への技

術的移行の容易さも手伝って今や世界の大型ジ ェット旅客機販売の５３％（機数

比， １９８７年１０月末）を占めるに至っている。特に現在は航空旅客需要の急拡大の

結果，既存設備の生産能力の数年分に相当する千数百機の受注を受け，提携日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
本企業への生産分担枠も急拡大している 。

　他方で，軍需依存を脱しきれなかった企業は現在非常に苦しい経営状態にあ

る。 例えば，ロッ キード杜は中型旅客機トライスターの失敗以来，旅客機部門

からの撤退をはかって来たが，軍用機依存度の高いロックウェ ル・ インターナ

ノヨ ナルやセ子ラル ・タイナミヅクスなととともに，この現在の民間機需要の

急拡大にとり残されてしまっ ている。そして，さらに「冷戦終結」による軍事

予算の大幅削減が追討ちをかけることにもな っているのである 。

　その点で言えは，「軍需」はそもそも需要の安定性に欠けていた側面かあ っ

た。 それは，軍需が政府計画によることで一定の計画的供給を可能にする半面
，

同一機種は長く供給てきず，長期的に見れは第２図に見るような供給量の増減

を避げることができない。日本の場合でもＦ１５やＰ３Ｃなど防衛庁向けラィセ

ンス生産は９３年以降落ち込むことが予想され，軍用機生産が「太く短い」生産

計画であることが一つの姪楮とな って来ている。民需が一定の月産数で「細く

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２０）
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第３図 米航牢宇宙 スーカーの売．ト高利益率の推移（税引後）
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長い」生産計画を可能にすることが見直されて来ているのである。このことは

第３図に見る ロヅ キート杜の利益率の不安定性からも読み取ることができる
。

　さらに，宇宙産業にもこうした傾向が徐々に見受げられるようになりつつあ

る。 通信の民営化のおかげで既に日本でも日本通信衛星杜と宇宙通信杜の３個

の衛星か稼動し，そうした衛星を利用して海外不動産情報や中古車市場，ファ

ッション映像の供給を行う企業も出てきている。特にこうした衛星利用の有線

テレビや直接受信のテレビはアメリカや ヨーロッパでは更に普及しており（ア

メリカでは５割を超える普及率），また，ソ連では他国の宇宙飛行士の打ち上げを

「ビジネス」として売り出し，中国も今年４月に香港の衛星を打ち上げるなど

他国の商業衛星の打ち上げを受注し始めている。さらに，最近注目されて来て

いるものには，無重力の「無人宇宙工場」を建設して特殊な素材開発を行おう

第４図
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とするものがあり ，既に独仏伊米の４杜は純民間べ 一スで９０年実用化をめざす

開発を開始している。アリアソ ・スペ ース杜の予測では今後１０年間に民間衛星

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
の打ち上げだけで２兆円の需要が見込まれているのである 。

　今年３月の打ち上げ失敗による業績悪化が見込まれるものの，それまでのと

ころでこの「宇宙への民需」をうまくものにしていたのは ヨーロッバのアリア
１／

・口 ヶツトである 。アリァ１／ ・口 ヶツトはスベ ース ・シャトルなど米国の ロ

ケットとは対照的に「軍需」ではなく「民需」（商用）を専門とするビジネス

を展開して来ており ，いわぼ「字宙産業のポーイノグ」「宇宙産業のエアバス」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
としてこれまでは順風満帆の成長を遂げて来たのである 。

　３）軍事技術スピン ・オフ 論の敗北

　しかし，このアリアノ ・ロケ ットが「民需」を主体に成長できたのは単なる

販売政策上の問題ではなく ，技術的にも「民需」用のものを開発して来たから

である 。

　商用の衛星は通信衛星，放送衛星なとほとんとか静止衛星て，それは局局度

の赤道上を「周回」するが，アリアン杜はこうした商業衛星の専用企業として

０高高度の，（２）赤道上「周回」に最適な技術開発政策を採って来た。具体的に

は， 地球の自転による最大の初期速度を得，打ち上げ後赤道上の静止軌道に軌

道修正するエネルギーを少なく ，またそのための再点火を不要にする最良の策

としてほぽ赤道直下の仏領ギアナに打ち上げ基地を建設した。北緯５．１度の他

にあるこの基地の位置的条件は，北緯２８．５度の米ケープ ・カナベラルや北緯

３０．５度の日本の種子島から打ち上げられた静止衛星より ，１０年の寿命を１３年以

上にするほどエネルギ ーの削減に役立 っている。そして，ここまで「静止衛

星」にこだわることが出来たのは，やはり ，米ソのように低高度でかつ赤道軌

道外の戦略 ミサイルや偵察衛星の開発に重点を置く必要がなかったからである 。

　また，軍用 ロケ ットと商用 ロケ ットの違いは，前者が レーダーの捕捉を避け

るために小型軽量化が要求されるのに対して，後者では信頼性と最低 コスト性

のみが重視されることである。アリアン杜のロケ ットも第１段と第２段のエン

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２３）
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ジソを同型にするなど共通化による低 コストと信頼性向上をはかっており ，重

量は増えたものの結局当初低 コストが予想されていたスベ ース ・シャトルより

重量当りの打ち上げ コストか１／３にな っている。こうした面ても「軍用」へ 一

スの発展と「商用」べ一スの発展との相違，そして，それ故の「商用」部門で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）の競争力確保のメカニ ズム を知ることが出来る 。

　ところで，こうした問題は実は重大な理論的問題を提起している。というの

は， 「軍事技術開発」への国家資金投下の今までの重要な理由づげとして言わ

れて来た「軍事技術は民需技術にスピノ ・オフする」との効果があやしまれる

ことになるからである 。そして，実際，このアリアン杜と同様の例は，軍需の

超音速技術を「応用」したＳＳＴの経営的失敗や前述石田クループと米テ ユア

ルモード ・ビークル杜が開発する垂直離着陸機（ＴＷ６８）が軍需転用の垂直離

着陸機（Ｖ２２）より販売上の有利さが予想されていることなどにも見られる
。

前者の例では民間用途では超音速が必ずしも必要にされないこと ，また後者の

例では軍需中心に考えた垂直離着陸機の俊敏さや高速性が民需ではあまり重要

視されないという用途の違いか原因している。つまり ，軍需で必要とされる諸

性質は一般に特殊であるため，必ずしも民需用には転用できない（あるいは コ

スト的にはり合わない）のである 。

　しかし，より重大なことは，＜軍事技術→民需技術＞の波及が必ずしもうま

く行かない一方で，＜民需技術→軍事技術＞の逆の波及（“スピソ ・オン効果”）

の方が目立つようにな って来たことである。例えぼ，日本の次期支援戦闘機

（ＦＳＸ）には日本が開発した慣性航法装置や レーダーや戦闘情報処理の小型 コ

ンピ ューターが利用される予定で，これらはアメリカが共同開発による技術取

得の主眼におく重要項目とされている。また，ＴＤＫテープのバックコーティ

ノク塗料のステルス塗料としての利用，東芝のヒテオ技術の誘導 ミサイルヘの

利用，クレジ ット ・カードの技術のバイロットの飛行記録管理への利用などな

ど例にはこと欠かない。極く最近でも ，キャノンが世界で初めて開発したフロ

ッピー・ カメラを米海軍が対潜哨戒機用に注目してメーカーを困らせたことが

あっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２４）
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　　般に軍需産業は独占的てあり ，生産性の停滞を生み出すとの報告も存在す
８）

る。 例えぼ，第５表のような生産性格差を生み出すのであれば，軍需による民

需技術への波及を期待するよりも ，民需を主体とした産業にいかに脱皮するか

を考える方が長期的には激しい国際競争に生き抜くためにも「得」であると言

わざるをえたいであろう 。

第５表軍事用と商業用の価格格差（単位：ドル）

軍事用　　　商業用　　　価格比

航空機用受信装置

航空機用距離測定装置

６． ０００

１５ ，０００

１． ３００　　　　　　４ ．６：

４． ０００　　　　　　３ ．７　：

（出所ｊ　Ｊ．Ｓ．Ｇａｎｓ１ｅｒ，丁加Ｄ４舳５６ 〃６附ｆび，１９８０，ｐ．２８０

　４）日本技術の急成長における家電；民需の役割

　ところで，前記のように日本の民需技術の軍需技術への “スピン ・オン”が

目立って来ているカミ，その多くが日本の家電業界の開発によるものであること

も注目される 。そして，実はこの基礎には今や先端産業と言われる殆ど全ての

産業が コンピ ューターも含めたエレクトロニクス技術に依存しているという変

化がある。たとえぼ，価格比にしてＦ１５戦闘機の２５％，Ｐ３Ｃ対潜口肯戒機の

３５％，ＡＳＭ１ミサイルの６５％は電子機器で占められており ，これらはもはや

「戦闘機」や「ミサイル」というよりはむしろ「電子機器」と呼ぶべき水準に

達して来ていることを示している。したか って，日本の航空干宙技術は家電業

界によっ て支えられ，その家電業界はわれわれ消費者の耐久財需要によっ て支

えられている。アメリカなどの軍需主導経済に比した消費主導経済の優位性は
，

技術開発のレベル，先端産業のレベルでこのような現われ方をしているのであ

ぺ

　しかし，日本の民需企業が航空 ・宇宙技術の発展に寄与したルートは上記の

ような純技術的なものにとどまらない。それは，日本の民需企業の多くが総合

会杜として存在し，また コノソェ ル！を形成することて経営的に開発のリスク

分散や航空 ・宇宙部門への資金配分に適したことである。日産の ロケット部門

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２５）
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やトヨタが始めた航空機工１■ジン開発（や航空機関連企業の買収）は自動車部門

ての巨大な利益を無視して語れないし，三菱重工や石川島播磨重工にとっ ての

工作機械や造船も同じ意味を持つだろう 。売上高税引き前利益率でＯ．８％しか

ない日本の航空機産業か成り立つにはこのような経営的条件か不可欠であった 。

そして，この点では西ドイッのベンッが昨年メッサ ーシ ュミット（ＭＢＢ）を系

列化したことも同じであり ，アメリカのフォードやクライスラーが今年にな っ

て次々と航空宇宙部門を売り払っているのと全く対照的である。これらの変化

は，一方（日本，西トイソ）におげる家電や自動車の大増益と他方（アメリカ）

におけるそれらの大減益の反映であるから，その意味では家電や自動車の競争

力低下か　段高次の産業である航空干宙産業での競争力低下を引き起こすとい

う普遍的な法則の一環と見ることもできる 。

　なお，日本の航空機産業は家電や自動車の需要に依存するだけでなく ，自身

の民間航空機需要の開拓にも努力を始めている。三菱重工のＭＵ－３００小型ビ

ジネス ・ジ ェットを始め，国内の近距離航空（コミュータ）需要の掘り起こし

など，遅まきながらも７９．５％（１９８８年度）の軍需依存度から脱皮する課題に注

意を向げつつある。まさに，上記のようにこの課題追求の真剣さかげんが今後

の日本航空宇宙産業の発展を決する時期にさしかかっているのである 。

皿． 対米摩擦とその行方

　１）ＦＳＸ摩擦，衛星摩擦から学ぶもの

　しかし，上記のような日本技術の急発展は国際共同開発のバートナーとして

の目本の存在をクローズ ・アッ プすると同時に，この産業が「戦略産業」であ

るだげに激しい対米摩擦の焦点とな っている 。

　１９８７年から８８年にかけて激しさを極めた航空自衛隊の次期支援戦闘機

（ＦＳＸ）機種選定問題では，国産機で行くことを一度委員会で決めた後に米機

改造案に転換されるなど誰の目にも不合理な政治的介入が行われた。そして ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２６）
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この介入の激しさか，「いずれ日本製半導体か米兵器 ノステム を席巻する時か

来る。これは国防の基盤を危うくする」（１９８７年米国防総省報告書）との危機感

から来るものであ ったこと（ＦＳＸの兵器システムも半導体が大きく左右する），ま

た次 々に各産業競争力か日本に敗退する中て残された殆んと唯一の産業にこの

航空宇宙産業がな っているという事情によるものであ ったことが重要である 。

ここでは日本の航空機産業の技術力の弱さが国産ＦＳＸを阻止したのではない 。

その技術的発展こそが原因とな ったのであ って，それだけにまたこの介入の強
　　　　　　　　　　１０）
引さが目立ったのである 。

　他方，スーバー３０１条の対象項目として今年に入って激しい攻防をくり広げ

たのはアメリカの衛星開放要求てある。これは，宇宙開発事業団か１９９４年と９５

年の打ち上げを目指して開発に着手しようとしていた通信衛星４号（ＣＳ４）を

外国企業にも門戸開放せよ ，との要求で，これもまた「米国の宇宙産業はやが

て日本の餌食になる」（８９年１０月，米議会公聴会）とのアメリカの日本脅威論を

背景に極めて強引に押し付けられた要求であ った。「交渉」の中では，この

ＣＳ４をｒ研究部分」とｒ産業部分」に分け前者を条件付きで，後者を無条件

に開放する提案を行ったが米側はこの提案でも納得せず，結局ＣＳ４を純粋な

研究開発衛星とする設計変更の結果，最終的には「商業部分」の出資金の減で

開発自身の断念とな った。これは日本の自主開発衛星一個分が完全になくな っ

たことを意味し，国内産業は大きな打撃を受けることにな ったのである 。

　もちろん，ＣＳ４の機能の一部には既にアメリカ宇宙産業か量産にこぎつげ

ている部分も含まれており ，その部分について「何故開放しないのか」と問う

アメリカ側の主張にはそれなりの正当性がある。しかし，先にも見たように産

業としてはまだよちよち歩きの宇宙産業であ って，アメリカでも政府衛星打ち

上げは産業保護目的で他国の ロケ ットには開放されていない。こうした不公平

さも否定するわけにはいかないだろう 。

　しかし，こうしたアメリカの理不尽さもただそれを嘆き憤るだげでは日本の

航空宇宙産業はまだまだ十分に教訓を得ているとは思われない。それは，そも

そもこの航空宇宙産業で日米の政府間摩擦が激しくなるのは，ＦＳＸもＣＳ４も

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２７）
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その開発費，購入費の全部ないし相当部分が政府資金によっ ていたからである 。

その意味で，政府の決断だけで「解決」する項目であるだけに，アメリカ側か

ら見れば譲れない「交渉」項目とされたと見ることもできる。このように ，

「軍」ないし「官」と直接に関わるというのがこの産業に独特の摩擦の形を与

えているのである 。

　実際，このＣＳ４の開発断念を機会に宇宙産業の “官離れ”を求める声が出
　　　　１１）
されている。「メーカー を甘やかすだけ」の商業用と技術開発用の併用衛星を

やめて，政府資金の投入は宇宙基地や月面基地，火星探査などより純粋に技術

開発的なものに重点配分し，実用的なものは早く民間で自立化すべし，と提案

されているのである。そして，この点で言えば，航空機のＢ７７７やエンジン た

との目米共同開発への米国政府の（日本に技術か流れるという）懸念や介入もま

た， やはり開発や資金面での政府補助に依存する体質が生み出した「身から出
　　　　　　　　　　１２）
たサビ」であると言える。政府依存から民需主導への体質変更はこうしたとこ
　　　　　　　　　　　　　　１３）
ろからも要請されているのである 。

　２）ベンツ ・三菱連合の衝撃

　ところが，こうした要請に応える前に，ある意味ではもっと重大な選択が日

本企業によっ てなされる可能性か問題にされている。というのは，日本との共

同開発にアメリカ側かあまりに理不尽な介入をしたり ，また決まりかけた共同

開発の妨害があるのならば，それなら他の国との共同開発に重点を置こう ，と

の選択である。そして，実際，このＦＳＸ摩擦で米議会への反発を強めたこと

も手伝って，三菱重工はこの３月にべ１／ツとの大型提携を発表し，戦前の “日

独枢軸”の再来かと世界に衝撃を与えることにな った。一方の三菱は大戦中に

ゼロ 戦を作り ，他方のベノツはメッサ ーシ ュミット戦闘機を作ったＭＢＢ，ド

ルニェ杜，そしてエンジ１／ ・メーヵ一 のＭＴＵ杜を系列化，ドイチ ェ・ エァ

ロスベースとして再発足させている。これかこの衝撃を　段と大きなものにし

た原因でもあ った 。

　しかし，このヘノソ＝三菱提携の発表直後には世界最大のエンソソ企業であ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２８）
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るプラ ット ・アソド ・ホイットニーとベンツとの提携が発表され，また機体開

発・ 軍需 ・宇宙ではイギリスのブリティッシ ュ・ エアロスペースとの提携が発

表され，必ずしも日本とドイツだけでの再編でないことを示すことにな った 。

エソジン 開発では既にＶ２５００でベソツと三菱，プラ ット ・アソド ・ホイット

ニーなととの提携の実績かあり ，実際にこの発表直後にへ１ソか三菱にエノノ

ノの共同開発を要請しているのであるから，こうした動きはドイツを中心にし

つつも ，欧州やアメリカの一部をも巻き込んだ再編過程の一環として捉えるべ
　　　　　　１４）
きものであろう 。

　ただし，この再編が「世界企業化」でない以上，全ての企業を巻き込むもの

ではなく ，機体開発の従来の３極（米国のポーイソグ，マグダネル ・ダグラス，フ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
ランス主導のエアパス）を排除して行われていること ，エンジン開発でもプラ ッ

ト・ アソド ・ホイットニー が主導権を握るものではないこと（Ｖ２５００にはプラ

ット ・アノド ・ホイ ットニーがある程度の主導権を握った）は，注目しておかなけれ

ぼならないだろう 。そして，他方の米国マグダネル ・ダグラス杜などは中国で

の旅客機生産の倍増や新規の共同開発など中国との提携に活路を見出だし，米

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１６）

ノ問ても超音速 ヒノ不ス機開発や宇宙開発協力か合意されるなと ，それぞれの

巨大企業は東西を超えて系列化 ・提携の動きを早めているのである 。

　もっとも ，自動車部門，航空 ・宇宙部門や工１／ジン部門，総合電機部門，金

融・ 貿易部門というダイムラー・ ベソツが持つ全ての部門を持っているという

限りでは三菱 ・グループが提携先として最重要であることに変わりはない 。

ＥＣ統合を控えてそのそれぞれの部門の弱さを補完しあうのが両グループの狙

いではあるが，そうした意味ではポーイノグ杜の下で提携を強めつつあ った三

菱重工の航空機部門とエアバス杜の下で事業を拡大しつつあったベンツの航空

機部門（ドイッ チェ ・エア ロスベース）の提携強化はやはり航空 ・宇宙産業の新

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
たな集約軸を作りだすものと見なけれぼならないだろう 。

　東西冷戦後の世界は，「東」という敵を喪失した分だけ今度は逆に「西側」

諸列強間の世界再分割争いが熾烈になりつつある 。ソ 連・ 東欧市場の新たな獲

得競争だけてはなく ，２１世紀を決する最先端産業，航空宇宙産業もその重要な

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２９）
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ベンツグループと三菱グループの比較と提携関係

くダイムラーベンツグループ〉 〈三菱４社〉

●売上高６兆８ ，ＯＯＯ億円
（８９年）

●５兆８ ，０００億円

（８９年度、商社除く）

●従業員３２万８ ，ＯＯＯ人 ●１２万６ ，０００人

メルセデス ・ベンツ 三蔓自動車工業

○自動車部門

ドイチェ・エアロスペース 三菱重工業

○航空・宇宙・軍事部門

ＡＥＧ 三菱電機
○総合電機部門

タイムラー・ベンツ ・

インターサービシズ 三菱商事

○金融、貿易など ○衛星ビジネスの宇宙

総合サービス部門 通信社にも出資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
焦点であり ，そこでの争奪戦がこうした形を取って来ているのである 。

　　１）航空機工１／ジンでも戦後しばらく各杜が単独の開発をおこな って来たが，たと

　　　えばゼネラル ・エレクトリックの民問機用エンジン開発は，７０年代以降別表に見

　　　るように国際共同開発の方向に進んで来た。特にここでは国際提携の内容が「一

　　　部共同生産」から「共同開発」，「フルパートナー」（資金，販売を含む共同化）

　　　へと発展していることが注目される。そして，遂に，次期開発機種のＧＥ９０に

　　　はスネクマ 杜， ＭＴＵ杜や フィァ ット杜とともに日本の石川島播磨重工が１Ｏ％の

別表　ＧＥ杜の民間用エソジソ開発の推移

エソジソ名 開発提携の有無 ・内容 提携の際のパートナー

ＣＦ６ 自　杜　開　発

ＣＦ６－５０ 一部の機種を共同生産 ＭＴＵ（独），スネクマ（仏）

ＣＦ６－８０Ａ 共同で開発生産 ＭＴＵ，スネクマ，ポルポ（スウェー デソ），フィ
アット（伊），ロールス ・ロイス（英）

ＣＦ６－８０Ｃ 共同で開発生産 ＭＴＵ，スネクマ，ポルポ
ＣＦ５６－２，３，５ フルパートナー スネクマ

ＧＥ３６（ＵＤＦ） 共同で開発生産 スネクマ

ＣＦＥ７３８ フルパートナー ギャレット

ＧＥ９０ フルパ ートナー スネクマ フィア ット ，ＭＴＵ，石川島播磨（日）

（注）西沢利夫 ・名城鉄夫［航空機 ・宇宙産業』日本経済新聞杜，１９８７年，２７４べ一ジの表を一部修正 。

（２３０）
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シェ アで参加することにな った 。

　　　世界三大エンジン ・メーカーの他の二つ，プラ ット ・アンド ・ホイットニー杜

　　とロ ー一 ルス ・Ｐイス杜も現行機種で既に日本企業を含む海外企業と一部共同生産

　　をして来たが，ようやく搭載商業機の運航が始まっ た米英日独伊５ケ国共同開発

　　のＶ２５００エソジノは ロールス ・ロイス杜とプラ ット ・アノド ・ホイ ットニー 杜

　　がそれぞれ３０％，日本３杜（石播，川重，三菱重工）カニ２３％の開発 シェ アを受け

　　持つものとな って来ている。日本企業の参加率が高まっ ていると同時に，ロール

　　 ス・ ロイスとプラ ット ・アソド ・ホイットニーという大企業が同一機種開発に共

　　同するところにエソジン部門での国際共同開発の進展の様子が伺われる 。

　２）後でみるベノツの世界再編を除けば，これまでのところ，民間旅客機がアメリ

　　カのポーイング，マグダネル ・ダグラス，欧州のエアバスを中心とした三極構造

　　に編成され，エノジン 部門はアメリカのプラ ット ・アノド ・ホイ ットニー ゼネ

　　ラル ・エレクトリック ，イギリスの ロールス ・ロイスの三極に編成されている 。

　３）　また，宇宙 ロケットについて言えぼ，欧州のアリアン ・ロケットを除けば全体

　　として各国独自の開発が中心的に進められて来た。しかし，衛星本体についてい

　　えぼ，スーパー３０１条の「衛星開放」問題も含めて何らかの国際的開発の傾向も

　　存在したし，２１世紀の宇宙基地建設計画では，米，日 ，欧，加の文字どおり世界

　　的協力が開始されて来ている 。

　４）　この民間旅客機市場の急拡大は旅客機用エンジソでも ，生産の追いつかない状

　　態にしており ，米プラ ット ・アンド ・ホイ ットニー 杜がＰＷ４０００エンジノの生

　　産を三菱重工や石川島幡磨と一部分担生産するなどして来ている 。

　５）『日経エアロスベ ース』１９９０年３月５日号 。

　６）１９９５年までの大型商業衛星打ち上げ需要の内，アリア１■杜は５３％を獲得，アメ

　　リカ４２％，中国５％とな っている 。

　７）さらに，スヘ ース　ノヤトルなと軍　民共用の ロケソトは軍事衛星打ち上げを

　　優先するために，商業衛星の打ち上げ時期が変更されたりする。このような「運

　　用」の面においても純商用の ロケ ットがビジネスで競争力をつけている。なお ，

　　以上に述べた「軍用」に対する「商用」のアリアソ ・ロケットの優位性について

　　は，ジャノルイ ・クロードン「アリアン ・ロ ケットの歩み」『日仏工業技術』第

　　３５巻第２号，１９８９年参照 。

　８）Ｊ．Ｓ．Ｇａｎｓ１ｅｒ，ｎ６Ｄ伽舳１〃〃３仰， １９８０，Ｐ．８４，９９，２２０－４，２７９－８４，Ｒ．Ｗ．Ｄｅ－

　　Ｇｒａｓｓｅ，〃〃伽り亙エク舳３ゴｏ〃 Ｅ６０刀ｏ刎加Ｄ６６Ｚ加３－丁加／刎戸〃ｚ げ〃〃勿び

　　巾閉”〃９ｏ刀 ひａ　Ｅｏｏ〃ｏ舳たＰ６伽舳舳叱１９８３，Ｃｈａｐ．３（藤岡惇訳『アメリカ

　　経済と軍拡一産業荒廃の構図』ミカルヴ ァ書房，１９８７年），Ｃｏｕｎｃｉ１ｏｎ Ｅｃｏｎｏ －

　　ｍｉｃ Ｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓ，８肋Ｗｍ－丁加Ｅ６０〃ｏ〃６ ハｏ〃ｏ砿１９８８，Ｃｈａｐ．８（藤岡惇 ・角

　　田知生訳『ＳＤＩ一スタ ー一 ウォーズの経済学』ミネルヴ ァ書房，１９８９年）参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３１）



７２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第２号）

　９）拙稿「日本航空工業の技術発展とＦＳＸ摩擦」『経済』１９８８年１０月 ，８０～１へ 一ノ 。

　１０）前掲拙稿，８１～４べ 一ジ 。

　１１）例えば，『日本経済新聞』９０年３月２５日付タ刊
。

　１２）Ｂ７７７は当初日本側２５％の参加率の予定であ ったものが，米議会の反発の結果

　　２０％以下にまで分担比率を抑えられている 。

　１３）　アメリカ側から見ても ，アメリカの衛星が軍事に依存していることが，今回の

　　衛星交渉で「開発部分」までは対外開放を要求できなかった原因となり ，アメリ

　　 カの衛星産業にとっ てマイナスに作用した。というのは，「軍事技術」は開示で

　　きないために共同開発が出来ず，そのため軍事関連のアメリカの衛星事業は日本

　　の衛星開発に参加できないからである。要するに，日米ともにｒ軍」やｒ官」へ

　　の依存が産業発展の姪桔となりつつあるというのが現在の状況なのである
。

１４）　さらに，イタリアのフィア ット杜がこの再編に入り込む可能性がある。実際 ，

　　ベンツの ロイター杜長はｒベンツ ・グループが強くなるためには，フィアットと

　　組んでもよい」と発言して，提携交渉が進められている。フィア ット杜は既に

　　Ｖ２５００エンジソではベンツのＭＴＵ，三菱，ブラ ット ・アンド ・ホイ ットニーな

　　どとともに開発に携わった実績を持っている 。

１５）次期主力戦闘機開発でも ，ベンツやブリティシ ュ・ エアロスベースを含む英独

　　伊が中心にな って，フランスに主導権は存在しない。ここが，「欧州プ ロジ ェク

　　 ト」として全欧州を巻き込んだエアパスやアリアン ・スベースにおけるフランス

　　の主導権との決定的な違いである 。

１６）宇宙開発関係での米ソの協力合意は以下のとおり 。すなわち ，８８年，米ソ首脳

　　会談で火星飛行協力の合意（９４年打ち上げのソ連の火星探査機に米国製観測機器

　　を搭載など）。 ８９年末，米ソ 宇宙開発機関の医学データ交換の合意。また，８９年

　　１１月に米国衛星通信サ ービス会杜がソ 連ロケ ットでの衛星打ち上げを契約し，そ

　　のための打ち上げ基地建設計画がオーストラリアで９０年から開始されている。ま

　　た，実験衛星については，すでに米，独の２杜がソ連と共同の打上げを行ってい

　　る 。

１７）すでに，開発直後から宇宙，小型旅客機，小型旅客機用エンジン，超音速旅客

　　機の要素技術の具体的な共同研究が進められている。ただ，三菱重工は通産省の

　　小型旅客機のプ ロジ ェクトの共同歩調への気遣いもあってベンツとの共同研究は

　　今のところ基礎技術に限定している。このへんが一種の「対米配慮」の影響であ

　　ることは言うまでもない。このような形で，国際航空機開発の再編をめぐる争い

　　が行なわれているのである 。

１８）９０年代に帝国主義諸国問の世界再分割の激化が予想されることについては，望

　　田幸男 ・大西広『ふたつの世紀末杜会』朝日新聞杜，近刊，第４章参照 。

（２３２）




